
令和 7 年 4 ⽉ 7 ⽇改定 

指定居宅介護⽀援事業あおば重要事項説明書 

 当事業所は利⽤者に対して指定居宅⽀援のサービスを提供します。契約を締
結する前に知っておいていただきたい事業所の概要や事故発⽣時の対応・苦情
処理の体制・その他、契約上ご注意いただきたいことを次のとおり説明しま
す。 
 
１ 指定居宅介護⽀援のサービスを提供する事業者について 

事 業 者 名 称 有限会社あおば 
代 表 者 ⽒ 名 代表取締役 佐々⽊ 智之 

事業者所在市 
（連絡先及び電話番号） 

佐賀県唐津市和多⽥⼤⼟井６番５６号 
TEL：0955−72−0626  FAX：0955−72−2654 

法⼈設⽴年⽉⽇ 平成 16 年 11 ⽉ 1 ⽇ 
 
２ 利⽤者に対しての指定居宅介護⽀援を実施する事業所について 
（１）事業所の所在地等 

事 業 所 名 称 指定居宅介護⽀援事業所あおば 
介護保険指定事業所番号 4170200317 

事業所所在地 佐賀県唐津市千々賀 653 番地 1 
連 絡 先 

相談担当者名 
TEL：0955−78−0505  FAX：0955−58−8511 
介護⽀援専⾨員 梶原 美紀 

通常事業の実施地域 唐津市 ・ ⽞海町 ・ 伊万⾥市 
 
（２）事業の⽬的及び運営の⽅針 

 
事 業 の ⽬ 的 

指定居宅介護⽀援の事業運営及び利⽤について必要な
事項を定め事業の円滑な運営を図ることを⽬的としま
す。 

 
 
 

運 営 の ⽅ 針 

１ 居宅介護⽀援は、要介護状態となった場合におい
ても、その利⽤者が可能な限りその居宅において、
その有する能⼒に応じ⾃⽴した⽇常⽣活を営むこと
ができるように配慮して⾏うもとする。 

２ 居宅介護⽀援は、利⽤者の⼼⾝の状況、その置か
れている環境等に応じて、利⽤者の選択に基づき、
適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様



な事業者から総合的かつ効率的に提供されるよう配
慮して⾏うもとする。 
３ 居宅介護⽀援の提供に当たっては、利⽤者の意思

及び⼈格を尊重し、常に利⽤者の⽴場に⽴って、利
⽤者に提供される指定居宅サービス等が特定の種類
⼜は特定の居宅サービス事業者に不当に偏ることの
ないよう、公正中⽴に⾏います。 
４ 事業の運営にあたっては、市町村等（以下「保険

者」という）、地域包括⽀援センター、他の居宅介
護⽀援事業者及び介護保険施設等との連携に努めま
す。 

 
（３）事業所窓⼝の営業⽇及び営業時間 

 
営  業  ⽇ 

⽉曜⽇から⼟曜⽇ただし、⼟曜⽇は⼀部例外とする。 
祝⽇及び 12 ⽉ 30 ⽇から 1 ⽉ 3 ⽇、8 ⽉ 13 ⽇から
15 ⽇までは休業とする。 

 
営 業 時 間 

 

午前 8 時 15分から午後 5 時 15分 
電話により、24 時間連絡が可能な体制 

 
（４）事業所の職員体制 
管理者（⽒名）  梶原 美紀 

  
職 職 務 内 容 ⼈員数 

管
理
者 

１ 職員の管理及び利⽤申込に係る調整、業務の実施状況
の把握その他の管理を⼀元的に⾏います。 

２ 職員に法令等の規定を遵守させるため必要な指揮命令
を⾏います。 

 
１⼈ 

介
護
⽀
援
専

⾨
員 

 
１ 居宅介護⽀援業務を⾏います。 

  
1 ⼈ 

※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 
 
 
 
 



３ 同⼀法⼈で併せて実施する事業 
事業の種類 

 
居宅 

 

通所介護 
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

 
⽇常⽣活
⽀援事業 
 

通所介護相当サービス 
通所介護 A型サービス 
通所介護 C型サービス 

就労継続⽀援事業 A型 
住宅型有料⽼⼈ホーム 

 
４ 居宅介護⽀援サービスの提供⽅法及び内容 

 
計画の作成 

 

指定居宅介護⽀援の提供の開始に際しては、あらかじめ、
居宅サービス計画書を利⽤者の希望に沿って作成します。 

問い合わせ⼜は
利⽤申込⽅法 

指定居宅介護⽀援の提供に関する問い合わせ⼜は利⽤申込
みは、電話、⽂書、事業所への来所により受け付けます。 

 
提供拒否の禁⽌ 
 

正当な理由なく指定居宅介護⽀援の提供を拒否はいたしま
せん。 

 
サービス提供困
難時の対応 

事業の実施地域によっては、⾃ら適切な指定居宅介護⽀援
を提供することが困難であると認めた場合は、他の指定居
宅介護⽀援事業者の紹介その他の必要な措置を講じる場合
があります。 

 
 
受給資格等の 
確認 

指定居宅介護⽀援の提供を求められた場合には、その⼈の
提⽰する被保険者証（資格者証を含む）によって、被保険
者資格、要介護認定⼜は要⽀援認定等の有無及び要介護認
定等の有効期間を確認させてもらいます。被保険者の住所
などに変更があった場合は速やかに当事業所にお知らせく
ださい。 

 
 
要介護認定申請
に係る援助 

・指定居宅介護⽀援の提供に際し、要介護認定等の申請が
既に⾏われているか否かを確認し、申請が⾏われていない
場合は、利⽤申込者の意思を踏まえて要介護認定の申請の
援助を⾏います。 
・要介護認定等の更新の申請が、遅くとも当該利⽤者が受



けている要介護認定等の有効期間の満了⽇の 30 ⽇前には
⾏われるよう、必要な援助を⾏います。 

介護⽀援専⾨員
の⾝分証の提
⽰・訪問頻度の
⽬安 

介護⽀援専⾨員は、常に⾝分証を携⾏し、初回訪問時及び
利⽤者⼜はその家族等から提⽰を求められた時は、いつで
もこれを提⽰します。また、特段の事情がない限り、少な
くとも１⽉に１回利⽤者の居宅を訪問し、利⽤者及びその
家族等に⾯接し実施状態の把握を⾏います。 

 
５ 居宅サービス計画（ケアプラン）作成にあたって 
  利⽤者は、居宅サービス計画（ケアプラン）作成にあたって、担当職員に

対し、複数の指定居宅サービス事業者等の紹介を求めることができます。ま
た、居宅サービス計画（ケアプラン）原案に位置付けた指定居宅サービス事
業者等の選定理由の説明を求めることができます。 

 
６ 利⽤料及びその他の費⽤ 
（１）法定給付 

区  分 利⽤料 
法定代理受領の場合 介護報酬の告⽰上の額 

（⾃⼰負担はありません） 
 
法定代理受領でない場合 

介護報酬の告⽰上の額 
（⼀旦全額を負担して頂きます。但し、後⽇ 
⾃⼰負担分を差し引いた⾦額を、介護保険か
ら払い戻しが受けられます。） 

 
※告⽰上の額 

区 分 居宅介護⽀援費 区 分 居宅介護⽀援費 
要介護 1・2 10,860 円 ⼊院時情報連携加算

（Ⅰ） 
2,500 円 

要介護 3・4・5 14,110 円 ⼊院時情報連携加算
（Ⅱ） 

2,000 円 

特定事業所加算Ⅲ 3,230 円 通院時情報連携加算 500 円 
特定事業所加算 A 1,140 円 退院・退所加算

（Ⅰ）ィ 
4,500 円 

初回加算 3,000 円   
※介護報酬の改定等、介護給費の変更があった場合、事業者は当該サービスの

利⽤料⾦を変更することが出来るものとします。 



７ 利⽤者が病院⼜は診療所に⼊院する必要が⽣じた場合 
  利⽤者が病院⼜は診療所に⼊院する必要が⽣じた場合には、担当職員の⽒

名及び連絡先を当該病院⼜は診療所に伝えるよう利⽤者に協⼒を求めます。 
 なお、実効性を⾼めるため、⽇頃から担当職員の連絡先等を介護保険被保険

者証や健康保険被保険者証、お薬⼿帳と合わせて保管することをお勧めしま
す。 

 
８ 虐待防⽌に関する事項 
   事業者は、利⽤者等の⼈権の擁護・虐待の発⽣⼜はその再発を防⽌等の

ために次に掲げるとおり必要な措置を講じます。 
（１）虐待を防⽌するための委員会（テレビ電話等を活⽤して⾏うことがで

きるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果につい
て、職員に周知徹底を図ります。 

（２）虐待の防⽌のため指針を整備します。 
（３）職員に対し、虐待の防⽌のための研修を定期的に実施します。 
（４）前３号に掲げる措置を適切に実施するための責任者及び担当者を置き

ます。 
虐待防⽌に関する責任者 管理者     梶原 美紀 
虐待防⽌に関する担当者 介護⽀援専⾨員 原⼝ 留美 

（５）サービス提供中に、当該事業所職員⼜は養護者（現に養護している家
族等、親族及び同居⼈）による虐待を受けたと思われる利⽤者を発⾒
した場合は、速やかに、これを市町村に通報します。 

 
９ 秘密保持と個⼈情報の保護について 
 
 
 
 
 
利⽤者及びその家族等
に関する秘密の保持に
ついて 

１ 事業者は、利⽤者⼜はその家族等の個⼈情報に
ついて「個⼈情報の保護に関する法律」及び厚
⽣労働省が策定した「医療・介護関係事業者に
おけるガイダンス」を遵守し、適切な取り扱い
に努めるものとします。 

２ 事業者及び事業者の使⽤する者（以下「職員」
という。）は、サービス提供する上で知り得た
利⽤者⼜はその家族等の秘密を正当な理由な
く、第三者に漏らしません。 

３ また、この秘密を保持する義務は、サービス提
供契約が終了した後においても継続します。 

４ 事業者は、職員に、業務上知り得た利⽤者⼜は



その家族等の秘密を保持させるため、職員であ
る期間及び職員でなくなった後においても、そ
の秘密を保持するべき旨を、職員との雇⽤契約
の内容とします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
個⼈情報の保護について 

１ 事業者は、利⽤者から予め⽂書で同意を得ない
限り、サービス担当者会議等において、利⽤者
の個⼈情報を⽤いません。また、利⽤者の家族
等の個⼈情報についても、予め⽂書で同意を得
ない限り、サービス担当者会議等で利⽤者の家
族等の個⼈情報を⽤いません。 

２ 事業者は、利⽤者⼜はその家族等に関する個⼈
情報が含まれる記録物（紙によるものの他、電
磁的記録を含む。）については、管理者の注意
をもって管理し、また処分の際にも第三者への
漏洩を防⽌するものとします。 

３ 事業者が管理する情報については、利⽤者の求
めに応じてその内容を開⽰することとし、開⽰
の結果、情報の訂正、追加または削除を求めら
れた場合は、遅滞なく調査を⾏い、利⽤⽬的の
達成に必要な範囲内で訂正等を⾏うものとしま
す。（開⽰に際して複写料などが必要な場合は
利⽤者の負担となります） 

 
１０ 個⼈情報の使⽤ 
   当事業所が⾏う業務（居宅サービス計画の作成、サービス担当者会議

等）の実施にあたり、利⽤者の状況を把握する必要があるときは、必要最
⼩限の範囲内で次に掲げる個⼈情報を指定介護サービス事業者⼜は主治医
その他これらに関する者に提⽰します。 

（１）⽒名、住所、健康状態、既往歴、家族状況等の居宅介護⽀援を⾏う為
の必要最⼩限の利⽤者⼜は家族に関する情報 

（２）認定調査、主治医意⾒書、介護認定審査会による判定結果・意⾒ 
（３）その他必要な情報 
 
 
 
 



１１ 事故発⽣時の対応⽅法について 
    利⽤者に対する指定居宅介護⽀援の提供により事故が発⽣した場合

は、保険者、利⽤者の家族等に連絡を⾏うとともに、必要な措置を⾏い
ます。 

    また、利⽤者に対する指定居宅介護⽀援の提供により賠償すべき事故
が発⽣した場合は、事業所が加⼊する損害保険により速やかに損害賠償
を⾏います。 

【市町村（保険者）の窓⼝】 
唐津市役所  
介護保険課 指定・指導係 

所在地  佐賀県唐津市⻄城内１番１号 
電話番号 0955−53-8021（直通） 
受付時間 8：30〜17：15（⼟⽇祝は休
み） 

 
１２ 記録の整備 
   指定居宅介護⽀援事業は、利⽤者に対する指定居宅介護⽀援の提供に関 
  する記録を整備し、サービス提供を完結した⽇から２年間保存します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
１３ サービス提供に関する相談、苦情について 

（１）苦情処理の体制及び⼿順 
   提供した指定居宅⽀援に係る利⽤者及びその家族からの相談及び苦情
を受付けるための窓⼝を設置します。（下表に記す【事業者の窓⼝】のとおり） 
 
（２） 苦情申⽴ての窓⼝ 

 
居宅介護⽀援事業所あおば 

担当  梶原 美紀 

所在地  佐賀県唐津市千々賀 653−1 
電話番号 0955−78−0505 
FAX 番号 0955−58−8511 
受付時間 8：15〜17：15 

唐津市市役所  
介護保険課 指定・指導係 

所在地  佐賀県唐津市⻄城内 1―1 
電話番号 0955−53-8021（直通） 
受付時間 8：30〜17：15（⼟⽇祝休
み） 

佐賀県国⺠健康保険団体連合会 
情報・介護課・介護保険係 

 

所在地  佐賀県佐賀市呉服元町 7−28 
電話番号 0952−26−1477 
受付時間 8：30〜17：15（⼟⽇祝休
み） 

佐賀県福祉サービス 
運営適正委員会 

所在地  佐賀県佐賀市⻤丸町 7−18 
電話番号 0952−23−2151 
受付時間 8：30〜17：15（⼟⽇祝休
み） 

佐賀県健康福祉部 
⻑寿社会課 

 

所在地  佐賀県佐賀市城内 
          1 丁⽬ 1−59 
電話番号 0952−25−7054 
受付時間 8：30〜17：15（⼟⽇祝休
み） 

・受理した苦情については、公正に円滑に解決するように努めます。 
 
1４ サービスの第三者評価の実施状況について 
  実施していません。 

 
 
 
 



 
 
 
 
 

個⼈情報使⽤同意書 

 私（利⽤者及び利⽤者の家族）の個⼈情報については、次の記載するところ
により事業者が必要最⼩限の範囲内で使⽤することに同意します。 
 
１ 使⽤する⽬的 
  利⽤者のためケアプランに沿って円滑にサービスを提供するために実施さ 
 れるサービス担当者会議、地域ケア会議等、担当者と事業者との連絡調整等  
 において必要な場合に使⽤します。 
 
２ 使⽤する範囲 
  指定介護（予防）サービス事業者及び介護保険外サービス事業者の担当者 
 及び主治医や医療機関の担当者、ケアマネジメントに協⼒が必要な地域の⾏ 
 政機関や⺠⽣委員等の関係機関の担当。 
 
３ 使⽤する期間 
  利⽤契約書第２条による契約期間と同じ取り扱いになります。 
 
４ 条件 
（１）個⼈情報の提供は必要最⼩限とし、提供にあたっては関係者以外の者に 

開⽰される事がないよう細⼼の注意を払うこと。 
（２）個⼈情報を使⽤した会議、関係者、内容等の経過を記録しておくこと。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
1５ 重要事項説明の年⽉⽇ 

この重要事項説明書の説明年⽉⽇      令和   年   ⽉   ⽇ 
 
上記内容について、サービス提供の開始に際し、本書内容に基づき説明を⾏いました。 

事 業 所 名  指定居宅介護⽀援事業所あおば 
説 明 者 ⽒ 名  介護⽀援専⾨員            印 

 
上記内容の説明を事業者から確かに受け、内容について同意し、重要事項説明
書の交付を受けました。 
【利⽤者】 

住 所  
⽒ 名                        印 

【署名代⾏⼈】 
住 所  
⽒ 名              印 続柄  

代⾏の理由  
 


